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エネルギー媒体正しての水素の地位
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近レ将来のエネルギー需要

ここでいう「エネルギーJとは物理学的意味のではなく，所要目的Kエネルギ を利用するこ

とのできる媒体である。その量はこれらから容易K取出し利用できるエネルギー量，あるし、は相

当する石炭，石油などの量で表わされる O 需要量を 10
15 
k c a 1単位で示すと，全世界で 1970 

年!rL5 0.6 ~ 5 3.5であったのが 19 9 0年!rL8 4前後， 2，000年 Kは約 20 0 e予想され， 日

本では 19 7 5年の実績が 3.7， 1 9 9 0年!rL6. 2 ~ 6.5と推定され. 2 0 0 0年には 8.7位 K

なると考えられている。との値は米国の 19 7 7年 21.6. 1 9 9 0年 34.0， 2 0 0 0年 43.5

K比べて経年増加を押えよう Eしているのであろう。

日本での人頭当り所要量 Ckw/::人)を示すと

1 970 1 975 1 985 1 990 

2.6 4.3 6. 6 7.3 

となり，世界水準 C1 9 7 0年1.6 )よりは高いが，米国での値(伺 11. 3 )よりはかなり低い口

日本で生活活動を維持する Kはこの位は必要であろう口

エネルギー資源

人類が利用してレるエネルギーの大部分は燃料資源から得られてレるので，その欠乏が心配さ

れている口燃料資源量を石油換算値(1 09伊単位)で示す E

使用済
可採 総量(1972) 

石 f由 4 6.9 1 1 7 316 

天然、ガス 1 8.7 6 5.8 300 

オイルサンド油
3 3 

(アサノζスカの分のみ)

シェル袖 320 

石炭・亜炭 5600 

現在日本のエネルギー需要の 86%が輸入で，その 85%が石油であるが，可保燃料資源の約

2%が石油で，その 40%が使用されたとと KなるD しかし石油の可採量は開発の進展，油価の

上昇，技術開発Kよって増大する，石油以外の燃料資源および太陽，地熱，海洋のエネルギーも

膨大な量があり，さらK各種核燃料資源、があるので，核融合技術開発までK一次エネルギー資源

K不足が起るとは考え難L、D しかし一時的禁輸，採取利用技術開発の遅れが問題Kなりうる。燃
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料資源以外の一次エネルギーを利用して製造できるエネルギ-eして水素が考えられた一つの理

由は，熱エネルギ-U'(よって比較的容易忙，豊富な原料から得られるこ左であろう口

水素の適性

従来の燃料はそれぞれK適する燃焼機器の開発によって有効K利用され，好ましい性質Eして

次の r J内のととが考えられるc 水素はどうであろうか口

「原料が豊富 K得られる」水素の原料を水Kとれば日本では豊富に得られる。熱化学主主で製造

すると，これに用いる資材の完全循環は不可能で，損失分の補給を考えなげればならなL、。電解

法でも多少の副資材は必要である。

「一次資源からのヱネノレギー変換効率が高し、j熱化学法でサイクノレがきまれば理論値は容易虻

求まるが，各段階での熱回収，動力等を含めた効率を算出するには今後の開発が必要である。電

解法では電力原単位の低下が研究されていて 2000年U'(3. 6 kwh/Nwを目標Kしている口と

れが実現できれば極めて高い効率Kなるが，一次源から電力への変換効率が 50%程度となって

も燃料資源からの水素製造K比べるとかなり低L、。将来石油の価格が現在の 4倍以上Kならない

と競争できないと考えられる o しかし石油の入手が圏難Kなったとき，あるいは場所で電力が安

価ならば最も有矛Ijとなろう口

「利用K当って必要とするエネノレギーを効率よく再生できるJ燃料電池は一種の燃焼装置で，

効率が火力発電より高レが電池の資材および耐用年数Kまだ問題があり，電極K白金を用いると

すると 10g/kw以上必要なので多数の大規模発電を考えると資源的K問題があるが，局地的小

規模発電Kは好適である。他の電極の開発が望まれる口

加熱炉用の直接燃焼法は熱エネルギーの再生という点では最もよレが，空気または空気分離K

よる酸素を用いると逆火性E酸化窒素の発生があり， とき Kは劣質重油より遥K多い酸化窒素を

生じる口パーナー噴射速度を大きくすると酸化窒素は減少するが高音の発生があるととなど燃焼

方法の技術的開発が必要である。炎の光輝ならびK熱放射が弱い欠点はあるが改善は十分可能で

あろう口高温発生Kも問題がなく，なお技術開発は必要であるが気体である利点もありすぐれた

燃料Kなりうる白自動車用として実車試験が行なわれ十分使用でき， また燃料電池との組合わせ

Kよる電気自動車も考えられてレる。ジェット燃料として航空機用K有利とされているが，騒音

その他試験が必要であろう。

「容積または質量当りの発熱量が大」水素は気体，液体または金属水素化物の形で輸送貯蔵が

可能であるが，一得一失があり概して他の燃料K比べ有利とはいえなL、。いくらかのエネルギー

損失を許すならば水素を用いていわゆる化石燃料資源以外からの燃料製造は現在でも可能で，実

現は遠い将来のこととしても実施K問題はなL、。
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「適当な取扱いをすれば危険がなL、J水素は種々の形で取扱われるであろうが tくに危険と

いうととはなL、。気体水素Kついては化学工業で永い経験があり，液体水素を含めて安全基準が

十分に検討されているo 水素の燃焼下限はメタン以外の可燃性気体のより高い九漏洩時K流出

速度が著しく大で屋内では短時間K爆轟範囲の濃度にも達し，大きな事故例もある。また災害時

対策の準備も必要であるo

水素を燃料Eするときの量

現在水素は化学用K燃料資源を用いて製造され，大形設備は 1 基 1~2xI06N伊/日の規模で，

日本の年間使用量ま 1.8 x 1 0
10 

Nm'， 2 0 0 0年 Kは 7~ 9 x 1 dONmo t予想されてL、るロ と

の程度を取扱う Kは問題はほとんどないが，熱量と L て 1 基当り 3~6X10!)kcal/日，石油K

して 3~ 6 x 1 0
2 
mo/日 K過ぎなし、。 2000年の原子力発電量は1.9 x 1 0

15 
kc a 1 t予想され

ている。 ζ のEき利用可能のオフピーク率を 10%として電解法Kよって製造できる水素量は 6

x 1 0
10 

Nmo となり化学用と同程度の量忙なるo 2 0 0 0年の石油の推定輸入量の 10%を水素

で置換えるとすると1.6---1.8 x 1 0
11 
N伊(3.9~4.4 x 10

5 t/日)となり，液体水素として輸入

するとして現在最大級の LNG蛤で 1航海約 9x 10
3 
t しか運べなL、から輸入するとしても少量

K限られよう。価格も燃料資源よりはかなり高レと考えられるから大量の使用を考えるより，水

素の特性を生かした用途K使用し，順次拡張するのがよいと思われる。使用の時期は方法が確立

さえすればその時点で価格左利点とから判断すればよ L、。したがって水素の特性を活かすこ Eの

できる用途と，豊富，安価な製造法の開発Kよって水素エ宇ルギーの地位が高まり，核エネルギ

ー時代Kなればもちろん，その以前でもエネ lレギー資源の有効利用が促進されること KなるD
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